
令和５年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　効果検証シート

No 事業名 事業概要
実績額
（円）

交付金充当額
（円）

事業
始期

事業
終期

事業実施内容 成果目標 成果(実績) 事業の効果 担当課

1

電力・ガス・食料品
等価格高騰重点支援
給付金給付事業【低
所得者世帯給付金】

コロナ禍における電力・ガス・食料品等の価格高
騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大
きい低所得世帯への負担の軽減を図る事業として
給付を実施するもの。

502,821,765 502,821,765 R5.6.1 R6.3.29

〇令和５年度住民税非課税世帯への給付金
〇事業費
・給付金総額　479,850,000円
　※15,995世帯×30,000円
・人件費　395,011円
・委託料19,284,100円
・振込手数料　1,756,810円
・通信運搬費　1,291,574円
・その他消耗品費等　244,270円
〇対象：令和５年度住民税非課税世帯

給付率100％ 給付率100％ ②

エネルギー・食料品価格
等の物価高騰に伴う低所
得世帯支援につながっ
た。

社会福祉課

2
新型コロナ対応電子
地域通貨事業

コロナ禍における生活関連品価格の物価高騰の影
響を受けた生活者に対して、市内のみで活用可能
な電子地域通貨におけるポイントを支給して消費
を下支えするもの。

90,875,928 80,932,000 R5.9.1 R6.3.21

〇１人あたり3,000円分のポイントを給付した。
〇事業費
・電子地域通貨の利用　68,950,228円
　※付与額　75,489,000円（25,163人分）
　　うち利用分　68,950,228円
　　　　失効分   　6,538,772円
・委託料　21,100,143円
・消耗品費　410,740円
・印刷製本費　405,900円
・通信運搬費　1,767円
・手数料　7,150円
〇対象：伊勢崎市の住民基本台帳に記録されてい
て、マイナンバーカードを所有する市民

申請率95％ 申請率32％

①

③

申請率は低かったもの
の、申請方法をオンライ
ンに限定したことで、
25,163人の市民がマイ
ンバーカードを使った手
続を経験することになっ
た。

食料品、日用品等への消
費につながったことか
ら、生活者支援の観点で
貢献できた。

事務管理課

3
省エネ機器等導入支
援事業

コロナ禍における物価高騰の影響によるコスト増
に悩む市内で事業活動を営む個人事業主、中小企
業者等がエネルギー消費効率等の優れた省エネル
ギー設備を購入する際の経費の一部を支援するこ
とで、エネルギー使用量の削減を図るもの。

386,329,563 258,053,000 R5.5.19 R6.3.28

〇市内で事業活動を営む個人事業主、中小企業者等
が行う省エネの取組みのうち、業務用空調設備、照
明設備、給湯設備、変圧器、ボイラー設備、業務用
冷凍冷蔵庫、交流電動機、事業用自動車に係るもの
を対象経費として支援した。
〇事業費
・補助金　372,361,000円
・事業委託料　13,885,250円
・手数料　8,580円
・郵便切手代　74,733円
〇対象：市内で１年以上事業活動を営む個人事業
主、中小企業者

事業を活用して省
エネ機器を導入す
る事業者数140社

事業を活用して省
エネ機器を導入し
た事業者数310社

④

個人事業主、中小企業者
等が省エネ機器等を導入
することでエネルギー使
用量の軽減が図られ、エ
ネルギー価格高騰に対す
る支援につながった。

商工労働課

4
LPガス料金負担軽減
支援事業

コロナ禍におけるエネルギー価格及び物価高騰に
より、生活に影響を受けているＬＰガス利用者を
支援するため、ＬＰガス供給事業者が利用者に請
求するガス料金の一部を値引きし、その値引額分
をＬＰガス供給事業者に対して補助するもの。

177,720,268 158,273,000 R5.5.19 R6.3.21

〇市内のＬＰガス利用者に対し、ＬＰガス供給事業
者が10月から12月までの3カ月間に一月あたり
1,000円のガス料金の値引きを実施し、その値引き
分を補助した。また、ＬＰガス供給事業者へ料金値
引に係る事務負担金として、取扱い件数に応じた金
額を補助した。
〇事業費
・補助及び交付金　169,622,330円
・郵便料　87,997円
・事務委託料　8,009,941円
〇対象：市内に供給地点があるＬＰガス利用者

支援事業を申請し
たＬＰガス供給事

業者数
190件

支援事業を申請し
たＬＰガス供給事

業者数
185件

③④
中小企業等に対するエネ
ルギー価格高騰対策支援
につながった。

企業誘致課

合計 1,157,747,524 1,000,079,765

資料４【得られた効果】
①　DXの推進（ICT化、働き方改革等）につながった
②　エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯支援につながった
③　消費下支え等を通じた生活者支援につながった
④　中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援につながった


